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未達成学校評価に基づく改善策に関する家庭・地域との協議の実施率（％）
日田市教育行
政実施方針 100

小：83
中：83

小：72
中：75

小：83
中：92

未達成ＣＳ意識調査において「特色ある学校づくりが進んでいる」と肯定的回答を示す委員の割合 担当課調べ 93.8 96.2 93.0 90.7

（判定理由）

　コロナ禍において、学校運営協議会が書面開催となったり、感染状況によって開催できなかった学校もあるが、学校運営協議会がそれ
ぞれの実態に応じた形で取り組みを進めたことにより、各校の特色ある学校づくりが進んでいると判断した運営協議会委員の割合は、目
標値には達しなかったものの、９０％を超えるものとなったことから、「相当程度進展あり」と判断した。

主要施策の分析(達成・未達成に関する要因分析又は自己評価)

【令和３年度に実施した具体的施策・取組】

　学校評価の結果については、校長・所長面談や校長・所長会等において関連資料に基づきＰＤＣＡサイクルを活用した検証・改善を促
した。
　令和2年度に引き続きコロナ禍において各学校運営協議会が、中止や書面開催を余儀なくされた回もあったが、各学校運営協議会に
対して、学校教育課指導主事が年２回以上参加し、指導・助言を行う等により、運営協議会の一層の充実を図った。
　学校運営協議会の活動を実効性のあるものとするため、市教委として学校運営協議会内に実働組織である「作業部会」を設置するよう
勧めてきた結果、26協議会中、20協議会(全体の77％)において「作業部会」が設置された。

【測定指標の分析】又は【自己評価】

目標達成度合いの測定結果

相当程度進展あり
一部又は全部の測定指標で目標が達成されなかったが、主要な測定指標はおおむね目標に近い実績を示す
など、現行の取組を継続した場合、相当な期間を要さずに目標達成が可能であると考えられるもの

　学校評価に基づく改善策に関する家庭・地域との協議の実施率については、新型コロナウイルス感染防止対策をふまえ、令和３年度も
多くの学校で、運営協議会の中止や書面開催となったこと等により、協議が十分に行えなかったことが未達成となった要因と認識してい
る。
　運営協議会委員の意識調査において肯定的な回答を示す委員の割合は目標値には達しなかったものの、その割合が90%を上回ってい
ることや作業部会の設立が見られていることより、学校運営協議会の機能は果たせていると考えられる。
　今後は、各学校運営協議会の実態に合った対応を指導支援していくことが課題である。 具体的には、学校・保護者・地域が一体となっ
て「子どもを育てる」という意識の啓発や向上を図るとともに、作業部会設立や作業部会と地域や「協育ネットワーク」との協力体制（融合）
を目指すことが必要である。

主要施策の目指すべき姿を実現するための今後の方向性

【施策】

　学校評価を活用し、学校、保護者、地域が共通認識のもと目標達成に向けて引き続き協働して取り組んでいく。
　また、コミュニティ・スクールを活用した特色ある学校づくりについては、学校、保護者、地域が共通認識のもと、各学校運営協議会の実
態に応じた取組を段階的に推進していく。
　　　段階１：「作業部会立ち上げ」、　　段階２：「作業部会の地域との融合」、　　段階３：「作業部会と協育ネットワーク活動の融合」



■この施策を実現するための事業構成

担当部局

1

コミュニティ・スクール運営事業 学校運営協議会設置校　30校
うち、小中合同学校運営協議会設置校　4校
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3,921学校運営に地域の人々や保
護者が参画することで、学校
運営に地域のニーズを反映さ
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